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【目的】 
	 これまでに外国人医療福祉人材の受入れとして、経済連携協定（Economic	 Partnership	 Agreement 以下 EPA








	 本論は 5 つの研究からなる。研究 1〜4 では、厚生労働省が公開している情報を元に、事前の電話による調査
依頼にて「協力を検討する」と返答の得られた施設に勤務している EPA 看護師・介護福祉士を対象とした。	 	 	 





	 職業性ストレス簡易調査票と SOC-13 の結果はマニュアルに従って点数化し、日本の男女標準集団および職種
と比較検討した。職業性ストレス簡易調査票の「心理的ストレス反応」と、ストレス要因や個人要因についての
関係を Pearson の積率相関係数を用いて検討し、その後「心理的ストレス反応」を目的変数にした強制投入法の
重回帰分析を行った。分析は IBM	 SPSS	 Statistics	 24 を使用し、p＜0.05 を有意とした。	 




	 本研究は筑波大学体育系研究倫理委員会の承認を得て実施した（体 26-111 号,	 体 27-170）。	 
【結果】 
研究 1 
	 EPA 看護師の職業性ストレスやストレス反応に関する検討を行った。17 施設の EPA 看護師 72 名より回答が得






	 EPA 介護福祉士の職業性ストレスやストレス反応に関する検討を行った。19施設 106 名から回答が得られ、有















及び EPA 介護福祉士の資格取得者・未取得者は、「対人関係」が「心理的ストレス反応」と関連した。	 
研究 5	 












	 女性の EPA 介護福祉士は、人手不足で「コントロール度」が下がり、ケアの質を担保できないことで「心理的
ストレス反応」が高まること、男性は「仕事や生活の満足度」が関連し、男女で「心理的ストレス反応」に関連
する要因が異なっていた。また、日本人介護福祉士と同様、SOC が男女ともにストレス反応の低減と関連した。	 






	 EPA 看護師と EPA 介護福祉士の職業性ストレスと関連要因について明らかにした。日本語の難しさや母国の仕
事内容との違いをはじめとする外国人就労者特有の要因のほかにも、免許や資格の取得の有無でストレスの特徴
が変わること、日本人と同様の仕事に関するストレス要因が認められることが示唆された。 
